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研究成果の概要： 

 本研究の目的は回復期リハ病棟で公共交通機関の練習がどの程度行われているかという
実態を明らかにすること，さらにその効果の検証をすることであった． 

全国都市部の回復期リハ病棟への調査から公共交通機関の利用ニーズのある患者が多い
病院のうち 29.4％が練習を行えていなかった．そして，電車およびバスの利用練習実施者
は，非実施者に比べ，退院後に利用者が有意に多い結果であり，公共交通機関の利用練習
の効果が示唆された． 
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１．研究の背景 

公共交通機関の利用は，通勤時に電車に乗
れる，デパートへの買い物にバスに乗れる等，
都市圏に住む人の作業の獲得かつ QOL の向
上のために重要な要素である．JR の調査に
よれば，週 1 回以上の鉄道の利用者は首都圏
で 65.5％，近畿圏で 57.0％という実態がある
1)．これを考えると，多くの都市圏で電車や
バスは地域生活に不可欠である．    

しかしながら，中途身体障害者や高齢者は
これらの利用ができなくなることにより，作
業剥奪や生活範囲の狭小化を余儀なくされ
る．脳卒中後の多くの患者は自分の願望より
も少ない外出機会しか持てず，QOL の低下
を招いているとされる 2,3)．そして，地域で生
活している高齢者において，公共交通機関や
車の運転が主に移動手段である者は，タクシ
ーや車で送迎が移動手段である者に比べ，
ICFでいう参加のレベルが高いことが言われ
ている 4)．これらの報告からも身体障害や高
齢者は作業遂行が制限され，一方で公共交通
機関を利用できることが活動の範囲を広げ
る可能性があることを裏付けできる． 

Logan ら５)は外出支援を目的とした訪問形

式の作業療法介入で，脳卒中患者を対象とし
たランダム化比較試験を実施した．その結果，
介入から 4ヶ月後フォローアップ時の介入群
の移動能力の有意な向上により，この介入の
効果を証明している．また青山ら６)の調査で
は，回復期リハビリテーション病棟(以下，回
復期リハ病棟)入院中に公共交通機関を利用
し練習を行った約 8 割の患者が，その練習が
退院後に役に立ったと報告したとされてい
る．これらの報告を考慮に入れると，身体障
害を持つ患者に対する公共交通機関を利用
した練習はニーズが高く，一定の効果がある
と推察され，積極的に行われるべきと考える． 

しかし，多くの中途障害者や高齢障害者が
今後の地域生活のために入院する回復期リ
ハビリテーション病棟（以下，回復期リハ病
棟）といった地域生活を支援する場で，これ
らの練習は診療報酬で算定が認められない
場合があることやリスク管理の問題から積
極的に介入されないのが現状なのではない
かと考えた．そのため，現状の回復期リハ病
棟の公共交通機関の利用練習の実態を調べ，
さらにその効果を示すことは，この問題に一
石を投じ，サービスの適正化につながるので
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はないかと考えた． 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は，全国都市部の回復期リハ
病棟でどの程度練習が行われているかを調
べ，どのような対象者に行うことが妥当かを
調べること，そして公共交通機関の利用練習
の効果について検討することであった． 

この一連の研究から，それらのサービスの
適正化につながる情報を提供することが本
研究の意義である． 

 

３．研究の方法 

本研究は，①全国都市部の回復期リハ病棟
への公共交通機関の利用練習の実態調査，②
回復期リハ病棟退院後の患者で公共交通機
関を利用の有無を調査し，利用に必要な能力
を明確化のためのフォローアップ調査，およ
び③交通機関の利用の練習の有無で分けた 2
群で退院後の公共交通機関の利用率の比較
のための調査という 3つの研究で構成された． 
 
① 利用練習の実態調査 

実態調査は郵送によるアンケートにて患
者の公共交通機関の利用ニーズの多さ，練習
の実施の有無，練習の効果に対する作業療法
士の認識等を調査した． 

調査対象は，休日の鉄道利用率を参考にし，
鉄道利用率 5％以上の都市にある回復期リハ
病棟を対象とした．その結果，首都圏，中京
圏(，近畿圏の三大都市圏および札幌市，仙台
市，広島市，福岡市の地方中枢都市圏にある
回復期リハ病棟 453 施設が対象となった．調
査対象者は，抽出された施設の作業療法部門
の責任者とし，該当者宛てにアンケートを郵
送した． 

主な調査内容としては，退院後に公共交通
機関を利用したいというニーズがどの程度
あるか，公共交通機関を利用した練習が患者
にとって価値があるか，効果があるかという
認識を 6段階のリッカート尺度で回答を求め
た．また，退院後に公共交通機関を利用した
いというニーズがあり，利用できる見込みが
ある患者に対して，それらの利用練習をどの
程度行っているかに関して，5 段階のリッカ
ート尺度を設け質問した． 
 
② 回復期リハ病棟退院後のフォローアップ

調査 
フォローアップ調査では，150床の回復期

リハ病棟から退院した 607名の患者から退院
時の MMSEが 24 点以上，FIM の移動スコアが
6 以上等の 7 項目の選択基準に適合する対象
者を選択した． 

選択された対象者には電話によるフォロ
ーアップ調査を行い，退院後の電車とバスの
使用状況に関して調査を行った．フォローア

プ調査が行えた者に関して，入院中の患者情
報から入院時・退院時の身体・認知能力や ADL
能力，そして退院後電車・バスの利用状況を
調査した． 
これらの結果ら，入院中の能力から退院後

の電車あるいはバスの利用の有無の予測が
できるかを検討した． 
 
③ 利用練習の効果検討の調査 
また，研究②で選択された対象者に対して，

入院中の電車ならびにバスの利用練習の状
況を入院中の記録から調べ，利用練習の有無
で分けた 2群で，退院後の電車・バスの利用
者の割合を比較した． 
 
４．研究成果 
① 利用練習の実態調査 
回復期リハ病棟に対する実態調査では 228

病院から回答が得られ(回収率 50.3％)，退院
後の公共交通機関の利用ニーズのある患者
が多い病院のうち，29.4％が練習を行えてい
なかった．一方で，回答者の約 9割が公共交
通機関の利用練習には価値や効果があると
ポジティブな認識をしていた． 
練習が行えない理由を質的に分析した結

果，ニーズがないことを除くと，以下の 3点
であった．1 点目は病院の管理側が不許可・
制度の問題という壁となり立ちはだかる問
題があること，2 点目は外出のリスクの高さ
やマンパワーや時間の問題等，練習の特性に
よるものが挙げられ，3 点目は院内で模擬的
に実施したり，家族に代わりに練習に行って
もらったりする等の補完的・代償的手段を活
用ができることが練習を行わない理由とし
て挙げられた． 
 
② 回復期リハ病棟退院後のフォローアップ

調査 
退院後のフォローアップ調査では，84名が

分析の対象となった．ロジスティック回帰分
析を用いて分析した結果，電車に関しては入
院時の年齢，FIM の運動スコアから予測が行
え，退院時は FBSから退院後の利用の有無が
予測できるという結果であった．また，バス
に関しては，入院時は年齢と FBS，退院時は
FBSから予測されるという結果であった． 
 

③ 利用練習の効果検討の調査 
電車の利用練習実施者（n=57）のうち，退

院後に電車を利用している者は 45 名で利用
していない者は 12 名であった．一方，練習
非実施者(n=26）は退院後の電車利用者は 14
名，非利用者 12 名であり，練習実施群と非
実施群でその比率に有意差が認められた． 
バスの利用練習実施者（n=55）のうち，退

院後に電車を利用している者が 44 名で利用
していない者が 11 名であった．一方，練習



非実施者(n=26）は退院後のバス利用者は 5
名，非利用者 21 名であり，バスに関しても
練習実施群と非実施群でその比率に有意差
が認められた． 

これらの結果から回復期リハ病棟で効果
や価値があると考えられている公共交通機
関の利用練習がそのニーズに対応して行わ
れていない現状が明らかとなった．また，回
復期リハ病棟での利用練習は退院後の交通
機関の利用促進に一定の効果がある可能性
を示唆された． 
 これらの情報から公共交通機関の利用練
習が必要な対象者に行えるように，サービス
の適正化をしていく必要があると考える． 
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